
 
 

令和８年度名張厚生協会事業計画 

１．社会福祉を取り巻く環境変化 

社会福祉を取り巻く環境は、人口減少・超高齢社会の進行に加え、国の社会保障制度

改革や福祉施策の転換により、大きな変化の局面を迎えています。2025 年はいわゆる

「2025 年問題」の節目の年であり、医療・介護・福祉の需要が一体的に高まる中、地域

で支え合う体制づくりの重要性がこれまで以上に明確となっています。 

2024 年度（令和 6 年度）の介護報酬改定では、介護職員の処遇改善の更なる推進、サ

ービスの質の確保・向上、地域包括ケアシステムの深化、ICT・DX の活用促進が重点事

項とされ改定されましたが、物価高騰による運営コストの増加、他の産業と比べ賃金格

差、処遇差による人材流出を防ぐ必要性が高いことから、３年毎の報酬改定を待たず本

年度に行われる状況となっています。 

高齢化の進行により、介護・福祉サービスへの需要は今後も増加が見込まれる一方で、

介護人材の不足は依然として深刻な状況にあります。このため、ICT を活用した見守り

システムや記録の電子化、介護ロボットの導入など、業務の効率化と職員の負担軽減を

図る取組が不可欠となっています。加えて、働きやすい職場環境の整備や人材育成の充

実は、持続可能な事業運営の観点からも重要な課題です。 

一方、少子化の進行を背景に、児童分野では 2023年に創設されたこども家庭庁の施策

が本格展開され、2025 年においては「こどもまんなか社会」の理念のもと、妊娠期から

子育て期まで切れ目のない支援体制の構築が進められています。訪問型家事・育児支援、

子どもの居場所づくり、虐待の未然防止や親子関係の形成支援など、地域に根ざした家

庭支援事業の重要性が高まっています。 

都市化や地域コミュニティの希薄化により、社会的孤立は高齢者福祉と児童福祉の双

方に共通する深刻な課題となっています。独居高齢者、ひとり親世帯、障がいのある家

族を抱える世帯など、孤立リスクの高い人々への早期把握と継続的な支援体制の構築が

求められており、行政・関係機関・地域住民が連携した見守りや支え合いの仕組みづく

りが重要となっています。 

 

２．名張厚生協会を取り巻く環境変化と課題 

名張養護学園では、個別的なケアが必要な児童のニーズに対応するため、職員の質の

向上、地域社会との連携、家族支援、施設環境の改善など、多角的な取り組みが求めら

れ、本園定員を引下げ、地域小規模施設同様に手厚い支援を行えるよう養育の充実を図

っています。しかし、家庭養育優先原則を背景とする施設措置控えや、地域性も加わり

定員を充足する措置人数に至っていない状況です。一時保護施設での不適切な支援行為

については原因究明及び改善策をまとめ、児童の権利擁護と一人ひとりの最善の利益の

追求を原点に、社会から求められる施設となるようこれまで以上に取り組んでいく必要

があります。 

幼保連携型認定こども園「名張きぼうのこども園」は、開園時から引き続き定員を超

える児童を受け入れ、質の高い幼児教育・保育の実践に努めています。ノーコンタクト

タイムによる事務業務の確保など、働き方の工夫を積極的に取り入れ業務時間内での業



 
 

務遂行を行っています。しかし、支援を要する児童の受け入れに伴う保育教諭の確保の

難しさに加え、支援の質の維持並びに向上が必要不可欠となっております。食の安全を

第一に厨房設備を改修しましたが、今後も保護者が安心して預けられる、信頼される施

設運営をいっそう努力して取り組んでいく必要があります。 

特別養護老人ホームは、財務の健全化の取組と施設の高い稼働率により安定した水準

で運営が推移しています。今後も選ばれる施設であるため支援の質の向上によりご利用

者の満足度を高めていく必要があります。今後も人材の確保、育成に努めるとともに、

ご利用者の健康維持に向けた予防的支援の取組を充実させ更なる介護サービスの個別化

を図り、ご利用者が「その人らしく生きる」ことをこれまで以上に積極的に支援してい

きます。 

みさと園については、措置の増加と契約入所利用により満床に近い利用実績となって

います。しかし、各団体を含め当施設からも行政へ度重なる陳情を重ねていますが、県

内全域で一般事務費基準額の見直しが進まず厳しい財務運営が見込まれます。早い段階

での安定的な経営を実現することが喫緊の課題となっていますが、措置費改定につなが

るよう引き続き行政に訴えるとともに、増加する要介護者に対し公的介護保険サービス

が行えるよう特定施設の指定を受けることで介護報酬加算につなげていけるよう検討し

ていく必要があります。 

全体としては物価高騰や最低賃金の上昇が続く中、社会福祉法人における職員賃金は、

サービスの対価となる報酬額が国や自治体により定められているため、法人の判断だけ

で柔軟に引き上げることが難しい状況にあり、他産業との賃金格差が課題となっていま

す。福祉サービスは人材に支えられ、職員の安定した確保と定着は、法人運営の持続性

とサービスの質を維持するうえで不可欠であります。福祉の仕事に見合った処遇の実現

が重要課題であり、処遇改善加算等の活用により、各種手当の見直しを通じて、他産業

との賃金格差の是正に取り組む必要があります。 

また、今後の在宅サービスの充実を展望しつつ居宅介護支援事業の拡充を図るととも

に、みさと園の跡地利用については具体的な選択肢を整理し、進むべき方向性の具体化

に取り組みます。 

 

３．事業推進方針 

 令和８年度は、“100 周年その先に向けて たゆまぬ歩み”～変わらざる理念に基づく未

来を創造する確かな一歩～を経営方針に掲げ、策定した中期事業計画に基づき、「構想・

検討」から一歩進め、具体的な展開・定着・見える成果を生み出す段階と位置づけ、職

員・利用者・地域がともに関わり、次の 100年を支える基盤づくりをしていきます。 

 

重点取組 

 １ “プラン 100”中期事業計画の実行 

・中期事業計画に基づく年度別アクションプランの明確化 

各施設、各部署の重点取組への反映、職員への浸透及び共有化。 

管理職、リーダー層を中心とした進捗把握と現場職員にも伝わる計画説明の実施。 

中間レビューを行い、現場の声を反映した柔軟な軌道修正。 



 
 

２ こころが動く支援＝支援の質の“見える化”と深化 

・基本的スキル（アセスメント・記録・対話）の再整理と実践強化 

支援計画を活用した目標の共有、成功事例を基にした支援内容の平準化。 

・利用者の声を施設運営に反映する仕組みの具体化 

行事・日常活動への“選択と決定”の場を拡充し、参画意識を向上。 

利用者一人ひとりの夢・希望を起点とした支援の充実。 

・防災 BCPを「訓練重視」から「日常業務への組み込み」 

   訓練のための防災意識からの脱却。 

３ 特別養護老人ホーム多機能化構想の具体化 

・旧みさと園跡地利用構想の検討から具体のモデル化へ 

法人全体としての多機能化に向けた具体的選択肢を整理し、進むべき方向の具体化

へ。 

４ 地域公益事業の“点”から“面”への展開 

・分野横断的な相談対応力の向上 

相談事例の蓄積・分析による地域課題を可視化し、各施設の強みを活かした地域貢

献メニューの明確化。 

・地域住民・関係機関との協働企画（学習会・交流・防災等） 

福祉を知ってもらうをテーマに「開かれた施設」への取組検討。 

５ 職場改革の深化と「選ばれる法人」づくり 

・ライフステージに対応した制度運用の検証 

   育児、介護離職に繋がらせない制度の運用。 

・法人、施設の課題を「自分ごと」として考える場づくり 

提案が実現につながるフィードバックの仕組み、声を形に変える職場風土の醸成。 

・記録、事務、情報共有の効率化を通じた業務負担軽減 

 時間を生み、支援に還元する ICTの積極的な活用。 

 

事 業 計 画   

１ 自立を支援する質の高い福祉サービス 

（１）将来ビジョンの具体化 

・中期事業計画「プラン 100」に基づく年度別アクションプランの明確化。 

・名張厚生協会の理念並びに基本方針を全職員に徹底するとともに、重点取組の進捗

把握と現場職員にも伝わる可視化を行います。 

・こども園の事業運営について、開設２年間の運営実態の精査確認を行い、今後の安

定した事業運営につなげます。コンサルティング会社による診断の実施を行います。 

・名張養護学園は個別の手厚い養育支援を図るため、質の向上並びに平準化に取り組

み、ケアニーズの高い児童に対応できる体制を構築していきます。 

・名張特別養護老人ホームは AI・福祉機器の積極的な活用と、コウセイ介護支援サー

ビスの職員体制の充実を図り、健全経営と在宅福祉の充実に取り組みます。 

・みさと園の入所者の QOL の向上を図るため、支援の質の向上や施設運営へご利用者

の参加を促進します。特定施設の指定を受けることで介護報酬加算につなげ事業運



 
 

営及び経営の健全化を推進します。 

・分野横断的な相談対応力の向上にむけ、相談事例の蓄積、分析を行っていきます。 

（２）サービスの質の向上 

 ①権利擁護の推進 

・ご利用者が尊厳を持って暮らせるよう権利擁護推進指針に基づく自己評価、人権に

関する職員研修、第三者委員との定期的な協議などを実施します。 

②質の高い福祉サービスの提供 

・ご利用者が質の高い暮らしができるよう、ご利用者中心の施設運営や支援充実に向

け希望や状態に応じた個別支援、潜在機能の活用などの原則を踏まえ、支援内容、

日課、行事などを総合的に見直し、支援の質の向上を図ります。 

・ご利用者アンケートの実施、ご家族との話し合いの機会の拡充などを通してご利用

者やご家族の声を反映したサービス提供や施設運営を行います。 

・ご利用者の意思を尊重しつつ、ご利用者の個性や特性に応じた支援を総合的かつ継

続的に進められるよう支援計画の質的向上、ケア記録の充実とその分析・活用、チ

ームケアやケース検討の充実を図ります。 

・ご利用者が生きがいのある充実した暮らしを実現できるよう、学びやスポーツ、文

化活動に親しめるようにします。また、年齢にかかわらず ICT の活用ができるよう

情報教育や環境の整備等必要な支援を進めます。 

・各施設のサービス向上委員会などを中心に、各種サービスの向上に関するチェック

項目に基づき自己評価や定期的な第三者評価を行いサービスの向上に取り組みます。

また、基本的な業務を適切に実施できるよう業務手順書の作成を進め、効果的な支

援が進められるようにします。 

 ③危機管理 

・危機管理マニュアルに基づき危機管理体制を整備し、危機の未然防止、危機発生時

の適切な対応と拡大防止、危機の再発防止策の策定などを一元的に推進します。 

・危機管理体制の点検と改善、大規模災害に対応するための事業継続計画（BCP）を

訓練重視から日常業務へ組み込んでいきます。地域における福祉避難所としての機

能の充実、停電時の電源として活用できる自動車など防災関連備品の整備充実を進

め、防災体制を強化します。 

 

２ 地域福祉の推進 

①地域福祉の推進 

・各施設の地域住民に対する相談機能を充実するとともに、児童のショートステイ事

業の利用促進、居宅介護支援サービス体制の充実、みさと園跡地の多機能化に向け

た具体的選択肢を整理し、進むべき方向を具体化していきます。 

・地域に根ざした施設として、美化活動の実施、イベントの開催、住民への施設開放、

地域やボランティアの皆様の法人運営に対する協力、貢献に対して表彰を行うなど、

地域住民との交流を積極的に行います。 

・地域における生活課題についての相談機能の充実や情報提供などを積極的に行いま

す。また、公的支援の対象にならない高齢者や児童のショートステイの受入れや入



 
 

所児童への進学支援などの拡充に努めるとともに、公益事業推進計画に基づく地域

支援事業に優先的に予算配分を行い、各施設の地域公益活動体制を整備し促進しま

す。 

・地域づくり組織、市民団体、福祉施設、まちの保健室等との連携を強化し、地域課

題に協働して取り組みます。また、講師派遣といった形で福祉を知ってもらい「開

かれた施設」として、情報発信を行っていきます。 

②情報発信機能の強化 

・厚生協会の将来像や特性・独自性などをイメージとして戦略的に発信するため、ロ

ゴマーク、ホームページ、SNS、各種の新しいパンフレットなどを積極的に活用し、

情報発信機能の強化と法人運営の透明性並びにブランド化の向上を図ります。 

 

３ 人材の育成と快適な職場づくり 

①人材の確保、育成 

・生産年齢人口が急激に減少するなかで優秀な人材を確保するため、専門学校や大学

などの実習生の受入れや PR活動の充実、求人方法の多様化などを進めます。 

・職員こそが最大の経営資源であるとの認識に立って、人材育成指針及び研修計画に

基づいた、職場研修をはじめとする職員研修の充実、自己啓発支援制度の積極的な

活用をします。キャリアアップの仕組みを明確化し、人材育成に積極的に取り組み

ます。 

・業種による賃金格差を埋めれるよう、職員の処遇改善と合わせて業務手当などを見

直すとともに、各施設の業績と連動して賞与額を決定する仕組みを浸透させ、職員

の施設経営への参画を促進するとともに収益の適正な分配を進めます。 

②働きやすい職場づくり 

・職員が仕事を通じて自己実現が図れるよう施設経営への職員参加を促進するととも

に、目標管理及び人事考課の適正な運用につなげる評価基準の導入、また適正評価

による職員満足度の向上を図ります。 

・障害者、高齢者等多様な人材の雇用を促進します。職員の希望や特性に応じた柔軟

な働き方ができるよう短期正規職員制度やフレックスタイム制度を積極的に活用し

ます。育児・介護においても制度の周知及び活用を促進していきます。 

・AI や ICT、介護用機械器具等の活用による効率的な業務運営や省力化を推進すると

ともに、有給休暇の取得促進による労働時間の短縮とワークライフバランスの確保、

職員アンケートに基づく職場環境の改善、福利厚生の充実などを進め、誰もが働き

やすい職場環境を整えていきます。 

 

４ 健全経営の確保：経営改革 

 ①経営改革・業務改善の推進 

・法人や各施設の理念と使命を全職員が理解し、これに基づき様々な判断や事業活動

を行うという経営の基本を改めて実践できるよう理念の徹底、新たな将来ビジョン

を含む中期事業計画に沿った重点取組を進めていきます。 

 



 
 

②マネジメントの充実 

・成果を最大化させるため、法人及び各施設の重点取組に経営資源を集中的に投入す

るなど、戦略的な事業展開を図ります。また、重点取組をはじめとする計画的な事

業推進と進行管理、実施結果の評価と改善など PDCAのマネジメントサイクルを徹底

します。 

③財務・情報管理の充実 

・予算編成方針の明示、ライン部門からの予算要求、予算査定など適切なプロセスに

よる予算編成、予算管理の強化など財務管理の適正化を図ります。また、健全な財

務規律を確立するため、中期財務運営指針に即した財務管理を行います。 

・グループウエアの拡充、情報機器の適正な配置など ICT の活用により、情報発信機

能の向上や業務の効率化と高度化を図るなど適正かつ効果的な情報管理を行います。 

・文書実務のスキルの向上を図り、適切な文書の作成、活用、保存を行うとともに、

各種様式の改善、各種文書のデータ化の推進、セキュリティー強化など文書及び情

報管理の充実を図ります。 

 ④公正かつ適正な運営 

・社会的責任を果たすため公開、参加、説明責任を原則とする適正な法人運営に努め

るとともに、評議員会や法人監査の充実によるチェック機能の強化などガバナンス

の向上に努めます。  

・全職員が高い倫理感を保持するよう職員規範を徹底するなど、様々な機会を通じて

職員の意識の向上に努めます。関係法令の研鑽に努め、コンプライアンス（法令遵

守）を徹底します。 


